


医師である皆さんは、勤務医であれば労働者として守られています。さらに医師は産業医活動
や、様々な診断書・専門職としての意見書を提出するなど、労働者の安全衛生や権利を守る局
面で重要な役割を果たしています。
その意味でも、医師が労働契約に関する基本的な考え方を理解しておくことはとても大事です。
ぜひこの機会に覚えておきましょう。

1第    章社会人として働くうえでの基本的な知識

労働者を守る制度・仕組み1-1

勤務医も労働者として、
法律によって
守られていることを
知っておきましょう。

POINT!
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雇う・雇われるという関係は、契約で成り立っています
ここまで示したとおり、労働者は以下のような様々な法律で守られています。

労働者は法律によって守られています

労働者の義務：誠実に勤務に専念する

1 4

3

C o l u m n

「医師は、労働者を守るうえでも重要な役割を果たします」

労働者は、使用者に対して弱い立場に置か
れることがあるため、労働契約の変更や終
了、就業規則の変更を使用者が一方的に行
うことはできないと定められています。
使用者からの解雇は、客観的に合理的な理由
を欠く場合、無効になります。やむを得ず解雇
を行う場合でも、30日前に予告を行うこと、予

告を行わない場合には解雇予告手当（30日
分以上の平均賃金）を支払う必要があります。
一方、労働者の退職については民法に定
められており、いつでも退職の申し入れをす
ることができます（民法第627条）。ただし、
社会通念として突然の退職はできるだけ避
けるべきでしょう。

一般に、雇われて働く人を｢労働者｣、労働者を
雇う人を｢使用者｣といいます。労働者が使用
者に使用されて労働し、使用者がこれに対して
賃金を支払うことについて、労働者および使用
者が合意することによって「労働契約」が成立
します（労働契約法第6条）。労働契約を結ぶ
ことによって、労働者と使用者の双方が義務を

負うこととなります。使用者は、労働条件を書
面などで明示しなければなりません（労働基
準法第15条）。明示しなければならない内容
についても定められています（詳しくは1-2）。
また、常に10人以上の労働者のいる職場で
は、「就業規則」を作成し、労働基準監督署
に届け出る必要があります。

労働者は、労働契約に基づいて労務を提供
する義務があります。ただ出勤していればよ
いわけではなく、就業規則など職場のルール
を守って働く必要があり、就業時間中は職務
に専念する義務があります。一方で、就業時
間中の肉体的・精神的な活動全てを職務の
ために用いることが求められるわけではあり
ません。その行為が職務専念義務に反してい

るかどうかは、職務の性質・内容、就業時間
中に行った行為の態様など諸事情を考え合
わせて、ケース・バイ・ケースで判断されます。
また、職場の秘密や個人情報をSNSなどに書
き込む行為は、守秘義務に反する許されない
行為であり、勤務時間外であっても懲戒処分
の対象となります。

労働三法
労働基準法／労働組合法／労働関係調整法

その他
最低賃金法／労働契約法／労働安全衛生法／男女雇用機会均等法／

育児・介護休業法／パートタイム労働法　など

使用者の義務：労働者を守る2
使用者は、労働者がその生命、身体等の安
全を確保しつつ労働することができるよう、必
要な配慮をすることが定められています（労
働契約法第5条）。ここでいう「生命、身体等
の安全」には、心の健康も含まれます。「必要
な配慮」は一律に定められるものではなく、
職種や業務内容、職場などの具体的な状況
に応じた配慮が求められます。
また、労働安全衛生法をはじめとする法令に
定められる具体的な措置は、遵守されなけれ
ばなりません。産業医を選任し、労働者の健
康管理等を行わせることもその一例です。
労働基準法では、原則として1日8時間、週

＊36協定…法定労働時間（1日8時間・週40時間）を超えて労働者
に残業をさせる場合に締結・届出が必要となる労使協定。

に40時間を超えて労働させてはならないと
定めています。しかし使用者と労働者の協定*
のもとに、必要に応じてこれらを超えた時間
外労働や休日出勤等が例外的に認められま
す。ただし、その場合でも労働者の健康を守
る観点から、一定の上限時間が設定されて
います。
さらに近年では、セクシャル・ハラスメントや
パワー・ハラスメントを防止するための措置
も、法律によって使用者に義務づけられるよ
うになっています。



1第    章

自身の労働条件を
きちんと把握しましょう

1-2

ま と め

労働条件通知書を実際に見て、
何が書いてあるか
確認しましょう。

POINT!
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上記以外の労働契約の内容についても、労
働者と雇用主はできる限り書面で確認する必
要があると定められています（労働契約法第
4条第2項）。もし、この書面が交付されなかっ
た場合は、勤務先に申し出るようにしましょう。

また、常に10人以上の労働者のいる職場で
は、「就業規則」を作成し、労働基準監督署
に届け出る必要があります。就業規則にも、労
働契約とほぼ同等の内容を必ず記載しなけ
ればならないことになっています。

1

2

雇用主1
現在、どこの組織に雇われているのかが明記され
ます。

労 働 条 件 通 知 書 （例）

研修 花子　殿
20XX年4月1日

〇〇病院
東京都〇〇区×××丁目×

雇用　太郎

20XX年4月1日から2年間

〇〇病院　東京都〇〇区×××丁目×

研修プログラムの内容に基づく

8:15～17:15（うち休憩時間12：00～13：00）
※業務の都合により、変更することがある。

週５日勤務

土曜・日曜
※業務の都合により、変更することがある。

・年次有給休暇　6か月継続勤務後
・年末年始休暇（12月29日～1月3日）
・夏季休暇（6月～9月中に任意で3日間）
・慶弔休暇
・産前産後休暇
・育児休暇
・介護休暇

1.基本賃金　月給280,000円
2.諸手当
・オンコール手当　10,000円／回
・当直手当　20,000円
・時間外手当　規定に基づく
・休日出勤手当　規定に基づく
・住宅手当　規定に基づく
・通勤手当　規定に基づく
3.賃金締切日　毎月月末
4.賃金支払日　翌月10日
5.昇給　有
6.賞与　有

・退職事由　契約期間が満了したとき
  （更新については別途記載）
・自己都合退職の手続き
  （退職する  3か月以上前  に届け出ること）
・解雇の事由および手続き

契約期間

就業の場所

従事すべき業務の内容

勤務時間

勤務日数

休日

休暇

賃金

退職に関する事項

仕事をする場所と業務の内容3
実際に勤務する場所や、従事することになる業務
の内容が書かれます。

働く時間についての取り決め4
始業・終業の時刻、就業時転換〔交替制〕勤務の
ローテーション、休憩時間、所定時間外労働の有
無、休日・休暇など、仕事の時間や休みはどうなっ
ているのかが細かく書かれます。

賃金と手当5
賃金の額や、賃金をどのように支払うのかが書か
れます。基本給のほか、時間外手当・休日出勤手
当・当直手当などについても明記されます。

辞めるときの取り決め6
定年や自己都合退職、解雇などの取り決めが書か
れます。

3

4

5

6

1-1で触れたとおり、使用者は労働条件を書面
などで明示するよう法律で定められています。

明示しなければならない内容は、以下のとお
りです。

・契約はいつまでか
・期間の定めがある契約の更新についての決まり
・どこでどのような仕事をするのか

・仕事の時間や休みはどうなっているのか
・賃金をどのように支払うのか
・辞めるときの決まり（解雇の事由を含む）

労働契約の期間2
労働契約がいつまでかが明記されます。臨床研修
医は多くの場合、期間の定めのある契約となって
います。

社会人として働くうえでの基本的な知識



有給休暇は、理由を問わず取得できます

10

1第    章

労働時間・休暇に関するルール1-3

11

労働時間や休憩は、法律で定められています1
使用者は、原則として休憩時間を除き1日に
8時間、1週間に40時間を超えて労働させて
はならず（労働基準法第32条）、この限度を
法定労働時間と呼びます。ただし、労使協定
または就業規則で定めれば、月単位・年単位
で労働時間を平均化する変形労働時間制を
とることもできます。

使用者は、労働時間が６時間を超える場合
は45分以上、8時間を超える場合は1時間以
上の休憩を与えなければなりません（労働基
準法第34条）。
労働契約締結時には、始業・終業時刻、所定
労働時間（原則として法定労働時間を超え
ない範囲）、休憩等の条件が明示されます。

時間外労働は、一定時間を超えないことが求められます2
●時間外労働
労働基準法では、原則として残業や休日勤
務は禁止されています。法定労働時間を超え
て労働者に残業をさせる場合には、労使間
で協定を締結し、届け出ることが必要です
（36協定）。また、36協定を結んだうえで残
業や休日出勤をさせる場合でも、原則として
月45時間、年360時間が限度時間とされて

●長時間労働と過労死リスク
時間外・休日労働の時間が長くなればなるほ
ど、健康障害のリスクは徐々に高まるとされて
います。特に、時間外・休日労働が月100時間
を超えた場合、または２～６か月平均で80時
間を超えた場合、業務と過労死等の関連性
は強いと評価されています。ですから、自身の

時間外・休日労働が月100時間を超えたとき
には、産業医による面接指導を受けるように
しましょう。
なお、医師ならではの勤務形態として当直
（宿直・日直）があります。当直勤務の法律上
の扱いについては、2-4で詳しく取り上げて
います。

❶時間外労働が年720時間以内
❷時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満
❸時間外労働と休日労働の合計について、「2か月平均」「3か月平均」「4か月平均」「5か月平
均」「6か月平均」が全て一月あたり80時間以内

❹時間外労働が月45時間を超えることができるのは、年6か月（6回）が限度

います（労働基準法第36条第4項）。
臨時的な特別の事情があり、労使が合意す
る場合にはこの限度時間を超えることはでき
ますが、その場合でも、原則として以下の枠内
の上限時間を超えることはできません（労働
基準法第36条第５項、第６項）。違反した場
合には、罰則（6か月以下の懲役又は30万
円以下の罰金）が定められています。

4

労働時間・時間外労働、
休日・有給休暇の日数等は
原則として法律で定められています。

POINT!

休日は労働契約や就業規則で定められています

休日の日数や取得方法については、労働契
約や就業規則において規定されています。労
働条件通知書を参照し、休日がどのように定
められているかを確認しましょう。

また、労働基準法では、少なくとも毎週１日
の休日か、４週間を通じて4日以上の休日を
与えなければならないと定められています
（労働基準法第35条）。

使用者は、労働者が６か月間継続して勤務
し、その６か月間の８割以上を出勤した場合
は、10日（継続または分割）の有給休暇を与
えなければなりません（週あたりの勤務日数
によって異なります）。
以降は、継続勤務１年ごとに１日ずつ、継続
勤務3年6か月以降は２日ずつを増加した日
数（最高20日）を与えなければなりません
（労働基準法第39条）。
有給休暇は、基本的には理由のいかんを問
わず、労働者が請求した時季に取得できると
されています。労働者が具体的な月日を指定
した場合、使用者はその日に有給休暇を与え
る必要があります。
ただし、使用者には「時季変更権」という権
利があり、同一期間に多数の労働者が休暇
を希望した場合や事業の正常な運営が妨げ
られる場合などは、休暇を他の時季に変更す
るよう依頼することができます。

なお、2019年4月より、年次有給休暇が10日以
上付与される労働者について、年5日の休暇を
取得させることが使用者の義務になりました。
他に、使用者が計画的に取得日を決めて与え
る「計画年休」、労働者が半日単位での休暇
取得を希望した場合の「半日単位年休」、同
じく労働者が時間単位での休暇取得を希望
した場合の「時間単位年休」などがあります。

3

社会人として働くうえでの基本的な知識



1第    章

1-4
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給与明細を見てみましょう

給与明細を実際に見て、
どんな項目があるのか
確認しましょう。

POINT!

給 与 支 払 明 細 書 （例）支給年月日　20XX年 XX月　XX日
所属　○○○○医師
職員No.000-0000

基本給

支
　
給

210,000

80,000

0

0

0

50,000

0

0

20,000

0 0 360,000

役付手当 家族手当 住宅手当 通勤手当1

夜勤（当直）手当 待機手当 時間外1 休出手当 深夜勤務 待機手当 支給総額

健康保険

控
　
除

17,766

0

0

0

32,940

0

1,080

0

9,160 16,371

77,317

介護保険 厚生年金 雇用保険 所得税 住民税

生命保険 食　費 住宅料 医局会費 控除総額

出勤日数

勤
怠
・
他

25

15.00

4

282,683

夜勤（当直）回数 待機手当

日曜 土曜平日

時間外勤務時間

当直 日直

休日時間 深夜時間時間外1

差引支給額

健康保険
健康保険は、労働者やその家族が病気や怪我をし
たとき、亡くなったときなどに、必要な医療給付や手
当金の支給をする制度で、その保険料は事業主と
労働者が折半で負担します。一定の条件を満たせ
ば、パート・アルバイトでも加入できます。勤務先に
よって、加入する健康保険の種類は異なります。

雇用保険
雇用保険は、労働者が失業したとき、育児休業・
介護休業を取得したときなどに給付金を支給する
制度で、その保険料は事業主と労働者が双方で
負担します。パート・アルバイトであっても、1週間の
所定労働時間が20時間以上であり、31日以上引
き続き雇用されることが見込まれる場合、加入する

所得税
個人の所得に対してかかる税金です。１年間の所
得から控除額を差し引いた額に税率を適用して
計算します。勤務先が複数に及ぶ場合は、一部を
除き確定申告が必要です。

住民税
都道府県民税と区市町村民税をあわせた呼び方
です。前年の所得に応じて額が決まります。特別徴
収といって給与から天引きになる場合もあります
が、天引きがない場合は住んでいる市区町村に自
身で支払う必要があります（普通徴収）。

厚生年金
年金は、労働者が高齢となって働けなくなったと
き、何らかの病気や怪我によって身体に障害が
残ってしまったとき、亡くなったときなどに保険給付
を行う制度で、その保険料は事業主と労働者が折
半で負担します。一定の条件を満たせば、パート・
アルバイトでも加入できます。

収　入

控　除

ことができます。公務員の場合は「共済組合掛金」
がこれにあたります。

基本給
各種手当を含まず、保険料や税金なども差し引か
れていない、基本賃金のことです。医師年数や勤
務日数など、様々な基準で決定されます。

通勤手当
通勤に必要となる費用の全額、あるいは一部を補
助するための手当です。通勤手当の額は病院側が

当直手当
当直を行った回数に応じて支払われる手当です。原
則として軽度・短時間の業務への手当ですので、通常
の勤務時間と同態様の業務に従事する場合は、時間
外労働として割増賃金が支払われることになります。

待機手当
患者の急変時や救急搬送時に迅速に対応できる
よう、勤務時間外に待機していた際に支払われる
手当です。オンコールの条件や扱いは病院によっ
て異なり、手当の額も変わります。

住宅手当
賃貸住宅の家賃など、住宅にかかる費用の一部を
補助するための手当です。福利厚生の一つであり、
実施は病院側の任意であるため、支給の有無や
支給金額などは勤務先によって異なります。

任意に定めることができるため、支給の有無や支
給金額などは勤務先によって異なります。

社会人として働くうえでの基本的な知識
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出産する女性を守り、
育児と仕事の両立を支える仕組み

1-5

働きながら出産・育児をする
労働者を支える仕組みが
あります。

POINT!

14 15

出産前後は、産前・産後休業を取得できます

産前休業は、出産予定日の６週間前（多胎妊
娠の場合は14週間前）から、請求すれば取得
できます。出産当日は産前休業に含まれます。
出産*の翌日から８週間は就業することがで
きません。ただし、産後６週間を経過後に本
人が請求し、医師が認めた場合は就業する
ことができます。予定日よりも遅れて出産した

場合、予定日から出産当日までの期間は産
前休業に含まれます。また、その場合も産後休
業の期間が短縮されることはありません。
産前・産後休業は、雇用形態や契約期間を
問わず、全ての女性労働者が取得できます。

満たしていれば取得が可能です。ただし、
労使協定によって❶雇用された期間が１年
未満、❷１年以内に雇用関係が終了する、❸
週の所定労働日数が２日以下、の三つの要
件の該当者を育児休業の対象外としている

場合や、日雇い労働者は、育児休業を取
得することはできません。
医師の雇用関係は複雑であるため（2-1、
2-2）、自身の労働契約や所属機関の育児
休業取得の要件を確認しておきましょう。

男女共に、育児休業を取得できます

1歳に満たない子*を養育する労働者は、男
女を問わず、子が１歳になるまでの間で希望
する期間に育児休業を取得することができま
す。また、保育所等の入所申し込みを行って
いるが入所できない場合は、育児休業を最

大で子が２歳になるまで延長できます。
近年は男性の育児参画を促すために、様々
な制度が創設されています（詳しくは3-5）。

＊実子・養子を問わない。また、特別養子縁組成立前の監護期間
中や養子縁組里親に委託されている子なども対象となる。

＊妊娠4ヵ月（85日）以上の分娩をいい、流産・死産（人工妊娠中
絶を含む）の場合も産後休業の取得の対象となる。

*1 残業…会社で決められている始業から終業までの時間を超える労働。
*2 時間外労働…労働基準法で定められている１日８時間または１週間40時間を超える労働。
*3 ただし、一人の親が子ども一人につき育児休業を取得できる期間は1年間（女性の場合は産後休業を含む）。
（参考：厚生労働省「働きながらお母さんになるあなたへ」2022年10月）

妊娠期
小学校
入学１歳 ３歳２歳産前６週間 産後８週間

短時間勤務制度（所定労働時間を１日原則6時間にする制度）、
残業（所定外労働）*1の制限

不利益取り扱いの禁止：妊娠、出産、産前・産後休業、育児休業等を理由として、不利益な取り扱いをすることは禁止されています。
ハラスメントの防止：職場における妊娠、出産、産前・産後休業、育児休業等に関するハラスメントの防止措置を講じることが事業主
　　　　　　　　　　  に義務づけられています。

子の看護休暇（子が一人なら年5日、二人以上なら年10日）、
時間外労働*2の制限（1か月24時間、1年150時間まで）、
深夜業（午後10時～午前5時）の制限

保育所等に入所できないなど
の事情があれば、最長２歳に達
する日まで育児休業を延長する
ことができます。

両親共に育児休業を取得する場合は、休業対象
となる子の年齢が原則１歳までから原則１歳２か
月までに延長されます（パパ・ママ育休プラス）。*3産前・産後休業

育児休業

６週間
（双子以上14週間） ８週間

出   産

産後パパ育休
遅くとも、育児休業開始予定日の１か
月前まで、産後パパ育休開始予定日
の２週間前までに会社へ育児休業申
出書などを提出します。
（提出期限は会社により異なる場合
があります。）

パート・アルバイト等
を含め、全ての女性
が産前・産後休業
を取得できます。

・女性は産後休業終了後から、男
性は出産予定日から取得できます。
・パート・アルバイト等であっても、一
定の要件を満たせば取得できます。

C o l u m n

妊娠・出産、育児休業等を理由とする解雇など不利益な取り扱いは法律で禁止されています。
また、休業明けの労働条件は「原職」または「原職相当職」への復帰が原則とされており、事業
主側からの一方的な減給や配置転換なども”不利益取扱い”にあたります。
事業主は育児休業を取得しやすい雇用環境を整備し、本人または配偶者の妊娠・出産の申
出をした労働者に対する育児休業等に関する個別の周知や、休業取得の意向の個別確認が
義務づけられています（休業の取得を控えさせるような周知や意向確認は認められません）。

「事業主は、ハラスメントを防止する義務があります」

社会人として働くうえでの基本的な知識

育児休業が取得できる要件を知っておきましょう

育児休業を取得するためには、休業開始予
定日の１か月前までの申請が必要です。育
児休業期間には、育児休業給付金が支給
されます（詳しくは 1-7）。

有期契約労働の場合でも、「子どもが１歳６
か月（２歳に達する日まで取得する場合は２
歳）に達する日までの間に雇用契約が更新
されないことが明らかでない」という要件を

1

2

3

産
前
・
産
後
休
業
、育
児
休
業
関
係

休
業
以
外
の
制
度



1第    章

家族をケアしながら
働き続けるための仕組み

1-6
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介護する人が取得できる介護休業・介護休暇があります4
●介護休業
要介護状態にある家族を介護する労働者は、
介護を必要とする家族１人につき、のべ93日間
まで、回数は３回までの範囲で、介護休業を取
得できます。対象となる家族の範囲は、配偶者
（事実婚を含む）、父母、子、配偶者の父母、
祖父母、兄弟姉妹および孫とされています。

●介護休暇
要介護状態にある家族を介護する労働者
は、年次有給休暇とは別に、1年に5日（対象
家族が２人以上の場合は10日）を限度とし
て介護その他の世話を行うために休暇を取
得することができます。休暇は1日または時間
単位で取得可能です。

育児や介護など、
家族をケアする人が
受けられる措置があります。

POINT!

❶１日の所定労働時間が６時間以下ではない
❷日々雇用される者ではない
❸労使協定により対象外とされた労働者ではない
（対象外とできる労働者）
A. 入社１年未満の労働者
B. １週間の所定労働日数が２日以下の労働者
C. 業務の性質又は業務の実施体制に照らして、短時間勤務制度を講ずることが困難と認められ
る業務に従事する労働者

※配偶者が専業主婦（夫）や育児休業中である場合等の労働者は、労使協定を締結しても対象外にできない

・育児休業に関する制度に準ずる措置
・フレックスタイム制度
・始業・終業時刻の繰上げ、繰下げ（時差出勤の制度）
・事業所内保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与

なお、この制度は働きながら子育てをするこ
とを容易にするためのものなので、事業主は
この制度をできる限り労働者に適用すること
が推奨されています。

短時間勤務制度を講ずることが困難な労働
者については、以下の枠内にあるいずれか
の措置を講じなければならないとされていま
す。

短時間勤務制度は、３歳に満たない子を養
育する労働者に対し、１日の所定労働時間を

原則として６時間とする制度のことです。以下
の条件を満たす労働者が対象となります。

子育てのために労働時間を短縮できます1

残業や当直の負荷軽減を受けられます2
●所定外労働の制限（残業の免除）
育児・介護のために残業が免除される制度が
あります。対象となるのは、３歳に満たない子を
養育する労働者、もしくは要介護状態にある
家族を介護する労働者です（日々雇用される
者を除きます。また別途、労使協定により対象
外にできる労働者の定めがあります）。

●時間外労働の制限
制限時間（１か月24時間、１年150時間）を
超える時間外労働が免除される制度もありま
す。対象となるのは、小学校に就学する前の子
を養育する労働者、もしくは要介護状態にあ
る家族を介護する労働者です（別途、対象外

にできる労働者の定めがあります）。
１回につき、１か月以上１年以内の期間を請
求でき、請求できる回数に制限はありません。

●深夜業の制限
小学校に就学する前の子を養育する労働
者、もしくは要介護状態にある家族を介護す
る労働者が請求した場合、事業主は午後10
時～午前５時（深夜）に労働させてはならな
いとされています（別途、対象外にできる労
働者の定めがあります）。
１回につき、１か月以上６か月以内の期間
を請求でき、請求できる回数に制限はありま
せん。

病気の子の世話などを行うとき、子の看護休暇を取得できます3
小学校就学前の子を養育する労働者は、１
年度において5日（該当する子が2人以上の
場合は10日）を限度として、子の看護休暇を
取得することができます。
子の看護休暇とは、負傷したり疾病にかかっ
た子の世話を行うため、あるいは子に予防接
種または健康診断を受けさせるためのもの

で、年次有給休暇とは別に与えられます。
子の看護休暇を取得できる負傷や疾病の種
類・程度には特段の制限がなく、風邪による
発熱など短期間で治癒する疾病であっても、
労働者が必要と考えれば申出ができます。
子の看護休暇は、１日単位または時間単位
で取得することができます。

社会人として働くうえでの基本的な知識



日本の社会保険には、医療保険（健康保険）・介護保険・年金保険・雇用保険・労災保険の５
種類があります。このページで紹介しているような手当が受けられるのは、これらの社会保険が
あるからです。労災保険は事業者が保険料を100％負担していますが、他の保険については
保険料を雇い主と労働者双方が負担しています。労働者の自己負担分は毎月の給与から差し
引かれる形で支払われているため、あまり意識する機会がないかもしれませんが、こうした保険
料によって共助の仕組みが成り立っていることを知っておきましょう。

1第    章

働けない人を
経済的に支える仕組み

1-7

何らかの理由で
働けない場合などに
受けられる手当があります。

POINT!

18 19

C o l u m n

「社会保険のおかげで、手当が受けられます」

出産・育児・介護によって休業しているときや、
病気・怪我の療養のために仕事を休まざるを
得ないときなどには、右の表のような経済的支
援を受けることができます。
表に記した給付金のうち、労災保険や雇用保
険から給付があるものについては、労働者とし
て労災保険・雇用保険に加入している人のみ
が支給の対象となります。開業医など経営者の
立場にある人や個人事業主、家族従業者など
は原則として労災保険や雇用保険に加入する
ことができない*ため、給付を受けることができ
ない場合が多くなります。また労働者であって

も、１週間の所定労働時間が20時間未満の人
などは雇用保険の加入の対象にならないた
め、やはり給付を受けることはできません。
なお、労災保険の療養給付や休業補償を受け
る場合には、健康保険の高額療養費や傷病手
当金を受け取ることはできません。また、治療を
受ける際にも健康保険は使用することができな
いので、注意するようにしましょう。

＊労災保険に関しては、中小事業主や一人親方などで、業務の実
情、災害の発生状況などからみて特に労働者に準じて保護するこ
とが適当であると認められる場合、一定の要件のもとに労災保険に
特別に加入することができる（特別加入制度）。

出産に要する費用の負担の軽減を図るために
支給されます。

1児につき50万円
（2023年４月から）

1日につき、標準報酬日額の3
分の2に相当する金額

出産育児一時金
【健康保険】

女性労働者が産前・産後休業を取得しその間
に給料の支払いを受けなかった場合に支給さ
れます。

出産手当金
【健康保険】

原則として、休業開始時賃金
日額×支給日数×67％
（ただし、育児休業の開始から
181日目以降は50％）

育児休業を取得している被保険者であり、育児
休業開始日前２年間に11日以上働いた月、また
は終業時間数が80時間以上ある月が12か月
以上ある人が対象になります。

育児休業給付
【雇用保険】

原則として、休業開始時賃金
日額×支給日数×67％

家族を介護するための休業をした被保険者で、
介護休業開始日前2年間に11日以上働いた月
が12か月以上ある人が対象になります。

介護休業給付
【雇用保険】

月に支払った医療費の自己負
担額の合計から、自己負担限
度額（年齢や所得水準によっ
て異なる）を引いた額

月初から月末までの間に医療機関や薬局の窓
口で支払った額（入院時の食費負担や差額
ベッド代を除く）が自己負担限度額を超えた場
合、その超過分が支給されます。

高額療養費
【健康保険】

１日につき、標準報酬日額の３
分の２に相当する金額

業務外の事由による療養のために仕事に就くこ
とができない場合、療養のために休業した初日
から数えて４日目以降から支給されます。支給期
間は、同一の負傷・疾病に関して、支給開始日
から通算して１年６か月です。

傷病手当金
【健康保険】

労災保険指定医療機関等に
おいて治療や薬剤を無償で
支給（療養の給付）
もしくは何らかの理由で指定
医療機関等以外で療養を受
けた場合にかかった費用の給
付（療養の費用の支給）

業務または通勤を原因とする傷病で療養を必
要とするとき、「療養の給付」または「療養の費
用の支給」が受けられます。給付期間は傷病が
「治ゆ」（傷病の症状が安定し、医学上一般に
認められた治療を行ってもその医療効果が期
待できなくなった状態）するまでです。

療養（補償）等
給付
【労災保険】

概要・対象者 支給額

（2023年４月現在）

社会人として働くうえでの基本的な知識

１日につき、給付基礎日額の
80％
（休業（補償）等給付が60％、
休業特別支給金が20％）

業務または通勤を原因とする傷病による療養の
ため仕事に就くことができないとき、休業初日か
ら数えて４日目から支給されます。

休業（補償）等
給付
【労災保険】

基本手当日額*のおよそ50～
80％（60～64歳については
45～80％）
*基本手当日額には年齢区分
ごとに上限額がある

雇用保険の被保険者が離職し、求職活動を
行っているが就職できない場合に支給されま
す。原則として、離職前２年間に被保険者期間
が12か月以上ある人が対象です。出産や育児、
傷病などですぐに就職できない場合は、求職活
動が可能になるまで受給期間を延長できます。
給付日数は、年齢、加入期間および離職の理由
などにより、90～360日の間で決定されます。

求職者給付の
基本手当
（失業手当）
【雇用保険】


